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令和４年度 第２回村上市国民健康保険運営協議会 

会  議  次  第 

 

日 時  令和５年 １月１２日（木） 

午前 10 時 00 分 

会 場  村上市役所 ５階 第４会議室 

 

１ 開 会 

 

２ 挨 拶 

 

３ 出席委員数の報告 

 

４ 会議録署名委員の指名 

 

５ 報 告 

 (1) 令和４年度村上市国民健康保険特別会計補正予算について  …… 資料１ 

 (2) 新型コロナウイルス感染症の影響による減免に対する財政支援について 

  …… 資料２ 

(3) 令和４年８月３日からの大雨による災害に係る減免の財政支援について 

  …… 資料３ 

 

６ 議 事 

 (1) 令和５年度国民健康保険事業費納付金の本算定結果について …… 資料４ 

 (2) 令和５年度村上市国民健康保険の保険税率について     …… 資料５ 

(3) 村上市国民健康保険税条例の一部改正について       …… 資料６ 

(4) 村上市国民健康保険条例の一部改正について        …… 資料７ 

 (5) 令和５年度村上市国民健康保険特別会計予算（案）について …… 資料８ 

  

７ その他 

 

 

 



 

令和４年度 村上市国民健康保険特別会計補正予算について 

■第４回定例会（12月議会） 
 

補正前  5,485,400 千円 
 

補正額      6,000 千円（歳入歳出共） 

 

補正後  5,491,400 千円 

【歳入】 

5款 1項 1目  保険給付費等交付金（特別交付金）                   △4,879千円 

7款 1項 1目  一般会計繰入金                                  △122 千円 

    保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）   6,670 千円    額の確定によるもの 

          〃      （保険者支援分）   2,250 千円       〃 

    未就学児均等割保険料繰入金         △899 千円 

    職員給与費等繰入金             △4,442 千円   人事異動に伴う人件費の調整 

     財政安定化支援事業繰入金         △3,701 千円   交付税算入額確定によるもの 

 ８款 1項２目  その他繰越金                                  11,001 千円 

    歳入歳出調整 

【歳出】 

 1 款１項１目  一般管理職員人件費                              △4,442千円 

    人事異動に伴う人件費の調整 

 4 款１項1目  保健事業経費 健診未受診者対策事業委託料             △4,879千円 

    当初市独自で実施予定であった健診未受診者対策事業について、県のヘルスアップ事業のモデ 

ル市町村に指定されたことにより減額するもの 

７款1項1目  一般被保険者保険税還付金                          １,200千円 

遡りでの社保加入等が増加したことにより、還付金の不足分を増額するもの 

７款1項５目  保険給付費等交付金償還金                         １4,107千円 

     令和３年度国民健康保険保険給付費等交付金（普通交付金）の精算に伴う返還金     

14,097 千円 

令和２年度国民健康保険保険給付費等交付金（特別調整交付金（保健事業を除く）） 

の自主点検に伴う返還金                                         10 千円 

７款 1項６目  特定健康診査等負担金償還金                             53 千円 

     令和 2年度国民健康保険保険給付費等交付金（特別交付金のうち特定健診等負担金分） 

精算に伴う返還金 

７款1項7目  社会保障・税番号制度システム整備等補助金返還金                 4 千円 

     令和３年度社会保障・税番号制度システム整備等補助金（マイナンバーカードの健康保険証 

利用申込み支援事業）の精算に伴う返還金 

 8 款 1項 1目  予備費                                        △43 千円 

     歳入歳出調整 

資料１



 資料 ２  
 

新型コロナウイルス感染症の影響による減免に対する財政支援について 

 

 

 新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少するなどした世帯に対し、国が示す基準

により減免を行った場合は財政支援の対象となりますが、支援割合について次のとおり変更さ

れました。 

 

１ 変更内容について 

【変更前】 

 ・減免総額が市町村調整対象需要額の３％以上  

保険税減免総額の 10 分の 10 

 ・減免総額が市町村調整対象需要額の 1.5％以上３％未満  

保険税減免総額の 10 分の６ 

 ・減免総額が市町村調整対象需要額の 1.5％未満  

保険税減免総額の 10 分の４ 

【変更後】 

 ・保険料減免総額の全額を「特別調整交付金」で 10 分の 10 を支援 
 

※今回の変更は、国の補正予算成立に伴うもので、当市においては減免総額の６割を負担する

見込みでしたが、全額が財政支援されることとなります。 

 

２ 減免状況について（令和 4年 12 月 28 日現在） 

  決定件数 7 件 決定額 183,100 円 



 資料 ３  
 

R4.8.3 からの大雨による災害に係る減免の財政支援について 

 

 

 令和 4年 8月 3日からの大雨による災害で被災し、罹災証明書の程度が中規模半壊以上の

世帯に対し、国が示す基準により減免を行った場合は、次のとおり財政支援の対象となります。 

 

 

１ 財政支援について 

 ・減免総額が市町村調整対象需要額の３％以上  

保険税減免総額の 10 分の 10 

 ・減免総額が市町村調整対象需要額の 1.5％以上３％未満  

保険税減免総額の 10 分の６ 

 ・減免総額が市町村調整対象需要額の 1.5％未満  

保険税減免総額の 10 分の４ 

 

２ 減免状況について（令和 4年 12 月 28 日現在） 

  決定件数 29 件 決定額 1,400,700 円 



　 （令和５年度）

・

・ 約 百万円 ・ 約 百万円

・ 約 百万円 ・ 約 百万円

・ 約 百万円 ・ 約 百万円

・ 約 百万円 ・ 約 百万円

・ 約 百万円 ・ 約 百万円

・ 約 百万円 ・ 約 百万円

約 百万円 B ・ 約 百万円

・ 約 百万円

約 百万円 C

・

(A+B-C)

百万円 円

円

円

・ 円

円

円

・

■試算結果

資料４

令和５年度　国民健康保険事業費納付金の本算定結果について

　 新潟県が算定した令和５年度の事業費納付金の本算定結果が示されたため、保険税の試算を行ったところ、次の

ような結果となりました。

99

【事業費納付金（本算定）】

事業費納付金 約 1,272 百万円 A

【加算】 【減算】
保健事業 29 保健者支援制度

出産育児諸費 12 特別調整交付金 43

葬祭諸費 7 県繰入金 17

その他保険給付費 1 保険者努力支援制度 38

特定健診費用 42 特定健診等負担金 19

32

計 101 出産育児一時金 8

保険税収納必要額 約 1,057 百万円

予備費 10 過年度保険税収納見込

財政安定化支援事業 60

計 316

【必要額】

現行保険税率による収納可能見込額 一世帯当たり 137,817

標準保険料率

（新潟県算定）

・保険税収納必要額 約 1,057 一人当り 99,150

(現行) 138,486

(差) △ 669

(現行) 99,934

(差) △ 784

差額 約 △ 19 百万円

約 1,076 百万円



令和5年度　村上市国民健康保険税率について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

現行保険税率とR5年度（本算定）標準保険料率との比較

現行保険税率
R5（本算定）標準

保険料率
比較

所得割 7.45% 6.89% -0.56%

均等割 23,000 23,075 75

平等割 16,400 15,529 -871

所得割 2.80% 3.18% 0.38%

均等割 12,300 14,923 2,623

所得割 2.60% 2.40% -0.20%

均等割 14,600 14,076 -524

介護なし 10.25% 10.07% -0.18%

介護あり 12.85% 12.47% -0.38%

介護なし 51,700 53,527 1,827

介護あり 66,300 67,603 1,303

１　現行保険税率を用いた場合の「収納できる保険料総額」

①
調定見込額　（※１）

②
R5予算の見込収
納率

③
保険税収納見込
（①×②）

④
基盤安定軽減分
等

⑤
収納できる保険料
総額　（③＋④）

⑥　標準保険料率の
算定に必要な保険料
総額（e）

⑦　差分
（⑤-⑥）

医療分 623,504,078 96.00% 598,563,915 126,047,901 724,611,816 673,678,260 50,933,556

支援分 230,685,256 96.00% 221,457,846 45,831,634 267,289,480 304,973,968 -37,684,488

介護分 74,309,357 94.00% 69,850,796 13,958,556 83,809,352 77,621,328 6,188,024

計 928,498,691 889,872,556 185,838,091 1,075,710,647 1,056,273,556 19,437,091

※１　…　現行保険税率　×　R5年度被保険者（世帯）数見込　×　R4年度11月更正時の所得　で算出

２　R5年度（本算定）標準保険料率(市)を用いた場合の「収納できる保険料総額」

①
調定見込額　（※２）

②
R5予算の見込収
納率

③
保険税収納見込
（①×②）

④
基盤安定軽減分
等

⑤
収納できる保険料
総額　（③＋④）

⑥　標準保険料率の
算定に必要な保険料
総額（e）

⑦　差分
（⑤-⑥）

医療分 593,546,863 96.00% 569,804,988 124,184,769 693,989,757 673,678,260 20,311,497

支援分 266,797,679 96.00% 256,125,772 55,605,323 311,731,095 304,973,968 6,757,127

介護分 70,247,282 94.00% 66,032,445 13,457,577 79,490,022 77,621,328 1,868,694

計 930,591,824 891,963,205 193,247,669 1,085,210,874 1,056,273,556 28,937,318

※２　…　標準保険料率　×　R5年度被保険者（世帯）数見込　×　R4年度11月更正時の所得　で算出

３　現行税率とR5年度（本算定）標準保険料率での保険税額比較
区分 現行 標準保険料率 比較 増加率

1人あたりの保険税額 99,934円 99,150円 -784円 -0.78%

1世帯あたりの保険税額 138,486円 137,817円 -669円 -0.48%

※保険税額は賦課検算集計表より

応益計

医療分

後期高齢者支援金分

介護納付金分

応能計

〇令和５年度の国民健康保険税率について

令和５年度の国民健康保険事業費納付金（納付金）の本算定結果が

示され、現行税率で収納が見込まれる保険税（１-⑤）を試算したところ、

納付金納付に必要な額（１-⑥）を上回る結果となりました。

現段階では、現行税率を据え置いた場合でも約1,900万円の余剰金

（1-⑦）が出る見込みとなっており、基金等の繰り入れを行う必要はありま

せんが、標準保険料率を用いて試算した余剰金（２-⑦）との差が少ない

こと、新型コロナウイルス感染症の影響や物価高騰による減収については

依然として、不透明な部分が多いことなどから、令和５年度の国民健康保

険税率については「据え置き」としたいと考えております。

資料 ５



 資料 ６ 
 

村上市国民健康保険税条例の一部改正について  

  

 

１  課税限度額の引き上げ 

【改正理由】 

 地方税法施行令の改正に伴い課税限度額を改正するものです。 

 

【改正内容】 

 基礎課税分(医療分)     改正なし（65万円） 

 後期高齢者支援金分(支援分) 改正前：20万円 改正後：22万円 

 介護納付金(介護分)     改正なし（17万円） 

 合 計 額         改正前：102 万円 改正後：104 万円 

  

 課税限度額の推移 

   医 療 分   支 援 分 介 護 分   合 計 

 平成 30 年度 580,000 190,000 160,000 930,000 

 令和 元年度 610,000 190,000 160,000 960,000 

 令和 2 年度 630,000 190,000 170,000 990,000 

 令和 3 年度 630,000 190,000 170,000 990,000 

 令和 4 年度 650,000 200,000 170,000 1,020,000 

 

【施行期日】 

 令和 5年４月１日 

 



 資料 ７ 

村上市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定について 

  

 

●出産育児一時金の引き上げ 

 

【改正理由】 

社会保障審議会医療保険部会において、「出産育児一時金の額は、令和４年度の全施設

の出産費用の平均額の推計等を勘案し、令和５年４月から全国一律で５０万円に引き上

げるべき」とされました。 

これに基づき、健康保険法施行令等の一部とともに、国民健康保険条例参考例の一部が

改正となるため、この改正に伴い村上市国民健康保険条例の改正を行うものです。 

 

【改正内容】 

出産育児一時金「40 万 8,000 円」を「48 万 8,000 円」に改める。 

これにより、産科医療補償制度の加算対象となる出産に係る出産育児一時金の支給額

は「50 万円」となる。 

 

【施行期日】 

 令和５年４月１日 

 



令和５年度 国民健康保険特別会計予算（案）の概要 

 

歳入総額 5,307,000 千円 

 

 

歳出総額 5,307,000 千円 

 

令和５年度村上市国民健康保険特別会計の歳入歳出予算の総額は、それぞれ 53 億

7,000 万円で、前年度比△1億 7,840 万円、3.3％の減額となりました。  

 減額となった理由としては、被保険者数の減少によるものと考えられます。 

国民健康保険税

922,314千円

(17.4%)

県支出金

3,933,796千円

(74.1%)

繰入金

431,282千円

(8.1%)

その他

19,608千円

(0.4%)

歳入

総務費

90,686千円

(1.7%)

保険給付費

3,856,401千円

(72.7%)

事業費納付金

1,271,774千円

(24.0%)

保健事業費

70,667千円

(1.3%)

その他

17,472千円

(0.3%)

歳出

資料８－１ 



　　歳　　　入 （単位：千円）

款
令和５年度

当初予算額（案）
A

令和４年度
当初予算額

B

前年度比
C

（A－B）

増減率
 D

（C／B）
説　　　　明 R５年度　事業計画

※計画書「3 運営の基本方針」の項目参照

１　国民健康保険税 922,314 970,104 △ 47,790 △ 4.9%
被保険者数の減少及び新型コロナウイルス感染症の影響により所得の減少を見
込んだもの

1収納率向上対策(5)(6)
2健全財政の確保(1)(2)

２　分担金及び負担金 2,962 3,194 △ 232 △ 7.3%
特定健診一部負担金
被保険者数の減少とR４受診者見込数より予算計上

3保健事業の推進(1)

３　使用料及び手数料 500 500 0 0.0% 国民健康保険税督促手数料（100円/件） 1収納率向上対策(7)

４　国庫支出金 32 50 △ 18 △ 36.0%
○災害臨時特例補助金（予算額 32千円）
東日本大震災被災者の一部負担金の免除措置に対する支援（補助率　2/10） 2健全財政の確保(3)

５　県支出金 3,933,796 4,042,638 △ 108,842 △ 2.7%

保険給付費等交付金
県から示された保険給付費の額に基づき予算計上
①普通交付金：市が支出する保険給付費の一部を除く全額を県が補償するもの
（予算額　3,817,464千円）
②特別交付金：保健事業等の取り組み評価により交付されるものや、結核・精神
に係る費用等の特別な事情、特定健診の実施に係るものに対して交付されるも
の（予算額 116,332千円）

2健全財政の確保(3)

６　財産収入 97 66 31 47.0% 基金利息収入

７　繰入金 431,282 455,645 △ 24,363 △ 5.3%
①他会計繰入金：一般会計から法定により繰入れされるもの（基盤安定負担金
他）や、職員人件費等 （予算額 431,281千円）
②基金繰入金：予算編成上の財源不足補填（予算額 1千円）

８　繰越金 2 2 0 0.0% 前年度繰越金

９　諸収入 16,015 13,201 2,814 21.3%

①延滞金及び過料（予算額12,112千円）
②雑入
・第三者求償や返納金に係るもの（予算額 2,904千円）
・国保連合会補助事業（予算額 999千円）
　脳血管疾患等の発症予防及び重症化予防を目指す保険者に対し、  国保デー
タベースを活用しながら効率的・効果的な保健事業の展開を目的とするもの（補
助率　10/10）

2健全財政の確保(3)(4)

歳　入　合　計 5,307,000 5,485,400 △ 178,400 △ 3.3%

　　歳　　　出 （単位：千円）

款
令和５年度

当初予算額（案）
A

令和４年度
当初予算額

B

前年度比
C

（A－B）

増減率
 D

（C／B）
説　　　　明 R５年度　事業計画

※計画書「3 運営の基本方針」の項目参照

１　総務費 90,686 101,701 △ 11,015 △ 10.8%

　一般事務費や職員人件費、国保連への負担金、徴税費、国保運営協議会にか
かる経費など

※会計年度任用職員人件費組み換えによる減少分含む（7,127千円）

２　保険給付費 3,856,401 3,963,582 △ 107,181 △ 2.7%

　県から示された保険給付費の額及び令和３年度までの給付実績や令和４年度
の決算見込み等から積算
　一般被保険者の療養給付費の決算状況はH25年度から減少傾向にあるが、一
人当り医療費は上昇傾向にある。(R2)400,490円→(R3)408,964円。被保険者数の
減少による影響と考えられる

３　国民健康保険
　　事業費納付金

1,271,774 1,343,367 △ 71,593 △ 5.3%
　主な財源は保険税で、県が算定した額と同額を計上。
　令和４年度における医療費状況等の要素を踏まえて算定

2健全財政の確保(2)

５　基金積立金 98 68 30 44.1% 国保事業財政調整基金の利息収入

６　公債費 1 1 0 0.0% 一時借入金利子

７　諸支出金 7,373 7,598 △ 225 △ 3.0%
①保険税等の還付等に必要な額を計上
　　（予算額 7,372千円）
②一般会計への繰出金（予算額 １千円）

８　予備費 10,000 10,000 0 0.0%

歳　出　合　計 5,307,000 5,485,400 △ 178,400 △ 3.3%

令和５年度　村上市国民健康保険特別会計予算（案）について

○特定健診事業（予算額 30,364千円）
　特定健診事務に係るデータ管理に係るもの
○人間ドック助成健診事業（予算額 10,500千円）
　近年受診者が伸びてきており、令和4年度の状況を精査し、受診者数が増加と
なる見込み
○温泉活用事業（予算額 864千円）
　特定健診受診者へ温泉入浴助成券を交付し受診率向上を図るもの。
※前年度実績により積算。
○健診未受診者対策事業委託料（予算額5,043千円）　※前年比+164千円
　特定健診未受診者へ受診勧奨を委託により実施し受診率向上を図るもの
○保健事業委託料（予算額 76７千円）　※前年比+224千円
　総合型スポーツクラブと連携して実施。ウォーキングの普及啓発と被保険者の
健康維持を図るもの
○国保連合会補助事業（予算額 999千円）
　本市に多い脳血管疾患の発症及び重症化予防のためのため保健活動事業。
在宅保健師等による訪問指導を行う（国保連合会からの補助金を活用）
○医療費通知等作成委託料（予算額 899千円）
　医療費通知（年１回）及びジェネリック医薬品利用差額通知（年３回）を国保連合
会に委託して作成（発送は市）
○柔道整復療養費適正化のための患者調査（予算額 242千円）
　柔道整復師療養費の適正化（不正防止）を主な目的に国保連合会に委託して
実施
○高額療養費支給決定通知作成委託料（予算額106千円）
　これまで封書により行っていた通知をハガキに変更し、国保連合会に委託して
実施
○インフルエンザ予防接種助成金（予算額 400千円）
　国保加入者で生後6ヶ月以上、高校卒業までの子どものｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ予防接種費
用の助成。助成額は2,000円/人・回を上限。同一年度内に１回のみの助成。
【新規事業】
●特定保健指導委託料（予算額 984千円）
　村上総合病院の特定健診受診者に対して行う特定保健指導を院内の健診セン
ターで実施するもの
●データヘルス計画策定支援業務委託料（予算額 550千円）
　第3期データーヘルス計画策定における支援

※会計年度任用職員人件費組み換えによる増加分含む（7,127千円）

４　保健事業費 70,667 59,083 11,584 19.6%
3保健事業の推進(1)-(6)
4医療費適正化対策の推進(2)(3)

資料８-２


